
年 月 日 から 年 月 日 まで

線 ｍ

線 ｍ

線 ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

医 療 施 設

（申請地から最寄り
　駅の直線距離）

公 共 施 設

電 話 番 号

交 通

住 宅 の 名 称

住 宅 の 所 在 地

※「期間」は期間の
　定めがある場合の
　み記入

応募する補助の種類

２　応募内容

住 宅 に 関 す る 権 原

家賃減額補助住宅改修費補助

（内科・小児科・
　外科・整形外科・
　眼科・歯科等）

　停留所より

　停留所より

三の丸病院

100

フランテ白壁

商 業 施 設

（ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ等
　食料品を購入
　できる店舗）

100

バス

名城病院

　駅より

1,500

1,000

別紙３
計画案概要書

１　応募者

所有権以外の場合

名古屋　市郎

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

972-****

家賃債務保証料減額補助

氏 名

住 所

３　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の名称、所在地等

住　　所

電話番号 972-****

使用貸借による権利

（住居表示）

賃借権

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

三の丸住宅

500

愛知県図書館

300

期　　　　間

地下鉄　名城

　　 ガイドウェイバス

住宅の所有者

氏　　名 名古屋　市郎

200　駅より

所有権

ファミリーマート

市役所

　駅より

（区役所(支所)、小学
校、生涯学習ｾﾝﾀｰ、図
書館、ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ等）

名城小学校

※住宅からの直線距離



戸 戸

㎡ ～

造（

有 無

8 年 8 月

円

円

年 12

5 年 10

年 10 月 1 年 9 月 30 10

円/㎡（詳細は別紙４ 近傍同種の住宅の家賃調べ）2,250

その他（　　　　　　　　　　　　）

日から

（連絡先電話番号）

令和4

 家賃債務保証業者のいずれかを選択

居 住 部 分 の 規 模

耐火ＲＣ

25

平成

建築基準法の検査後、法に違反する増築などの工事等をしていない

円～(最高)

消防法に違反していない

(最低)

敷 金

月　～　公募後、入居者選定、引越し日まで

月以降

４　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の戸数、規模並びに構造及び設備等

 階建

30（最大）

 構造

登 録 予 定 戸 数

 共同利用設備

設 備 及 び 構 造

総 戸 数
(登録しない住戸含む)

入 居 可 能 時 期

詳細については別添１のとお
り
※共同居住型賃貸住宅の場合
は
　別添２のとおり

5

エレベーターの設置

新耐震基準に適合している

そ の 他

選定・登録後ただちに入居可能

家 賃 の 予 定 額

５　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の家賃その他賃貸の条件に関する事項

(最低)

連帯保証人が必要

家賃債務保
証業者登録

家 賃 債 務 保 証 業 者

名 称

本社所在地

上記事務所
電 話 番 号

６　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の管理の方法等

主 た る
事務所住所

㈱愛知住宅管理会社

******

（氏名）

自ら管理

***-***-****

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号

年間)令和5

名 称

円～(最高)

家賃債務保証業者の利用が必須

令和15

972-****

連帯保証人、

あり なし
登録家賃債務保証業者
登 録 番 号

ヶ月分

㈱名古屋保証会社

空 き 室 で あ る 期 間

令和

共同居住型賃貸住宅として使用

なし

日まで(

名古屋市中区*****

2

共 益 費 の 予 定 額

近傍同種の住宅の家賃

10

管 理 の 期 間

管 理 の 方 式

 家賃の

保 証 人 の 条 件

70,000

5

川村たかし

着工又は竣工の年月

10,000

※登録予定戸数が1戸の場合は、「居住部分の規模」は「(最少)」の欄に記入してください。

50,000

㎡

建築基準法に違反していない（検査済証があること）

 階数

着工 竣工

（最少）

（有の場合の停止階　　　　全階　　　）

準耐火）

詳細については別添１のとお
り
※共同居住型賃貸住宅の場合
は
　別添２のとおり

あり

管理業務を委託

※登録予定戸数が1戸の場合は、予定額は「(最低)」の欄に記入してください。
※家賃債務保証料減額補助を受ける計画案の場合は、「家賃債務保証業者」欄の記入は必須です。応募者に
おいて、利用する登録家賃債務保証業者へ計画案応募の説明を行い、事前に同意を得ておいてください。

本市補助金
担 当 者

管 理 業 務 の 委 託 先



年 10 年

（

（

（

（

入居者を住宅確保要配慮者及び当該住宅確保要配慮者と同居するその配偶者等に限る。

ヶ月間

所得月額が387,000円以下の住宅確保要配慮者世帯
（被災者世帯除く）

９　改修工事の内容（予定）

入 居 者

「いる」とした場合には、以下に配慮の内容についての状況を記載するとともに、提出書類の「各階平面
図」にあわせて図示又は記載をしてください。

１０　バリアフリーについて

あり

月から

本市家賃減額補助・
家賃債務保証料減額
補 助 対 象 入 居 世 帯

対応済み

対応済み

令和　5

障害者等世帯（所得月額158,000円以下）

子育て世帯（所得月額158,000円以下）

改修予定）

便所、浴室等への手すりの設置

低額所得世帯（所得月額158,000円以下）

・（大家として同一棟に居住していて）毎日、声掛けを実施。

新婚世帯(婚姻後５年以内)(所得月額158,000円以下)

改修予定の有無（有の場合は以下を記入してください）

主たる共用の階段の各部の寸法が一定の基準に適合

被災者世帯

なし

バリアフリーへの配慮がなされている

７　入居を受け入れる住宅確保要配慮者の範囲

改修予定）

改修予定）

生活保護を受給していない世帯

60歳以上高齢者世帯（所得月額158,000円以下）

・警備会社の緊急対応装置を設置。

１１　見守り・生活支援サービスの提供や連携等の実績について

見守り・生活支援サービスの提供や居住支援団体等との連携実績　 あり

対応済み

床は原則として段差のない構造のもの

居住部分内の階段の各部の寸法が一定の基準に適合

住宅確保要配慮者専用
賃貸住宅である期間

「あり」とした場合には、以下の欄に過去の住宅確保要配慮者への見守り・生活支援サービスの提供実績や
居住支援団体等との連携について具体的に記載をし、記載内容を証する書類【見守りサービス等のパンフ
レット、支援実績記録、居住支援団体との協定書等】を添付してください。

いないいる

※改修予定があり、住宅改修費補助を受ける計画案の場合は、別添３「住戸別の改修工事の内訳」を作成してくださ
い。

10

改修予定）対応済み

なし

８　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅である旨

入居を受け入れる者の
範 囲 ・ 条 件 等

本市住宅改修費補助
対 象 入 居 世 帯

住宅確保要配慮者

被災者世帯(災害から３年以内)（所得月額158,000円以下）

【バリアフリーへの配慮基準】
・国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則第十条第一号から第四号のいずれか

及び当該規定に係る同規則第五号に適合



年 7

年 8

年 10

年 9

年 10

株式会社　愛知住宅管理会社

月頃

１３　この計画案に関する連絡先　　　　　　　　　　　　※「１　応募者」と同じ場合は記入不要です。

工 事 着 工

令和　5

月頃

令和　5

担 当 者 名 愛知　県太郎

住 宅 改 修 費 補 助 を
受ける計画案の場合

補助金交付申請

１２　スケジュール

住 所

電 話 番 号 972-****

法 人 名

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号

家賃減額補助・家賃
債務保証料減額補助を
受ける計画案の場合

補助金交付申請 月頃

入 居 開 始 月頃

月頃

入 居 開 始

令和　5

令和　5

令和　5


